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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　オブジェクトのデザインファイルを変更する、積層造形用システムであって、
　記憶装置およびプロセッサを有する１つ以上のコンピュータからなるコンピュータ制御
システムを備え、
　上記コンピュータ制御システムは、
　オブジェクトの１つ以上の面が、閾値角度を下回る面角度を有しているかどうかを判定
することにより、上記オブジェクトの１つ以上の面が自立する面であるかどうかを判定し
、上記面角度は、上記面の平面からの法線と、上記オブジェクトが造形される造形面から
の法線との間の角度として算出され、
　上記１つ以上の面のうちの第１の面が上記閾値角度を下回る面角度を有し、上記１つ以
上の面のうちの第２の面が上記閾値角度以上の面角度を有し、上記第１の面と上記第２の
面との間にある第１のエッジを含む１つ以上のエッジを追加し、
　上記デザインファイルにおいて、上記１つ以上のエッジに沿って、１つ以上の追加の面
を生成し、上記一つ以上の追加の面を自立させることにより、上記オブジェクトのデザイ
ンを自立するように変更されることを特徴とするシステム。
【請求項２】
　上記コンピュータ制御システムが、上記デザインファイルにおいて、さらに、最低肉厚
閾値に基づいて上記オブジェクトの１つ以上の部分の肉厚を変更するように構成されてい
ることを特徴とする、請求項１に記載のシステム。
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【請求項３】
　上記第１のエッジの指定には、基準と上記第１の面の位置とに基づいて上記第２の面を
選択することが含まれることを特徴とする、請求項１に記載のシステム。
【請求項４】
　上記基準には、上記第１のエッジに沿って作成される上記面が上記オブジェクトに追加
する体積の最小化が含まれることを特徴とする、請求項３に記載のシステム。
【請求項５】
　上記１つ以上の追加の面が、マーチングキューブアルゴリズムを用いて生成されること
を特徴とする、請求項１に記載のシステム。
【請求項６】
　上記コンピュータ制御システムが、さらに、上記第１のエッジが上記オブジェクトに収
まるかどうかを判定し、上記第１のエッジが上記オブジェクトに収まらない場合、上記第
１のエッジを除去するように構成されていることを特徴とする請求項１に記載のシステム
。
【請求項７】
　上記コンピュータ制御システムが、さらに、上記第１のエッジが別のエッジの閾値距離
内に存在しているかどうかを判定し、上記第１のエッジが上記別のエッジの上記閾値距離
内に存在していない場合、上記第１のエッジを除去するように構成されていることを特徴
とする請求項１に記載のシステム。
【請求項８】
　上記コンピュータ制御システムが、さらに、上記第１のエッジが複数の隣接するエッジ
と反対の方向を向いているかどうかを判定し、上記第１のエッジが上記複数の隣接するエ
ッジと反対の方向を向いている場合、上記第１のエッジが上記複数の隣接するエッジと同
じ方向を向くように変えるように構成されていることを特徴とする請求項１に記載のシス
テム。
【請求項９】
　積層造形において、オブジェクトのデザインを自立するように変更する方法であって、
　前記方法は、
　デザインファイルを受信し、該受信したデザインファイルをコンピュータの記憶装置に
保存する工程と、
　前記デザインファイルの面が、閾値角度を下回る面角度を有していることを判定するこ
とにより、自立しないデザインファイルの面を特定する工程であって、上記面角度は、上
記面の平面からの法線と、上記オブジェクトが造形される造形面からの法線との間の角度
として算出される工程と、
　１つ以上の面のうちの第１の面が上記閾値角度を下回る面角度を有し、上記オブジェク
トの第２の面が上記閾値角度以上の面角度を有し、上記第１の面と上記第２の面との間に
ある第１のエッジを含む１つ以上のエッジを追加する工程と、
　上記デザインファイルにおいて、上記１つ以上の追加されたエッジに沿って、１つ以上
の追加の面を生成する工程であって、上記一つ以上の追加の面を自立させることにより、
上記オブジェクトのデザインを自立するように変更される工程と、
　上記変更されたデザインファイルを、上記コンピュータの記憶装置に保存する工程とを
含むことを特徴とする方法。
【請求項１０】
　上記保存されたデザインファイルにおける、自立しないフィーチャを特定する工程と、
　上記特定したフィーチャを、予め規定された自立するフィーチャで置き換えることによ
り、上記デザインファイルを変更する工程と、を更に含むことを特徴とする、請求項９に
記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【発明の詳細な説明】
【０００１】
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　（関連出願の相互参照）
　本出願は、米国仮出願第６２／２１１，５４６号の利益および優先権を主張する。上記
仮出願の全ての開示内容は、参照によって本願明細書に組み込まれる。
【０００２】
　（本発明の背景）
　本発明は、概して積層造形（例えば、３次元印刷）技術に関連し、具体的には、自立す
るオブジェクトの積層造形用自動設計に関連する。
【０００３】
　造形原材料を加工するのにエネルギー源を用いる積層造形技術は、その製造工程におい
て、熱的応力および機械的応力そして、さらにひずみを生じやすい。これらの応力及びひ
ずみは、例えば造形原材料の加熱および冷却によって生じた、該材料の膨張および収縮に
よって引き起こされる場合がある。製造中または製造後のオブジェクトに対するこれらの
応力およびひずみは、該オブジェクトを変形させる可能性があり、製造中のオブジェクト
に対するこれらの応力は、造形工程の継続を妨げてしまう可能性がある。
【０００４】
　場合によっては、製造中のオブジェクトを支持するための支持体が、製造工程中に用い
られることがある。これらの支持体は、オブジェクトに直接接触してもよい。そして、こ
れらの支持体は、応力およびひずみによる該オブジェクトの変形または歪みを防いだり、
放熱板として機能したり、かつ／または該オブジェクトを特定の位置に保つように（例え
ば、重力に対抗して）垂直方向に支持したりする。しかしながら、このような支持体の追
加は、該支持体に必要な追加材料、該支持体をオブジェクトのデザインに設けるために必
要な追加時間、および該支持体を除去するのに必要な追加の後工程により、製造時間およ
び製造コストを増加させる恐れがある。
【０００５】
　従って、積層造形中にオブジェクトを支持するための改良技術が求められている。
【０００６】
　（発明の概要）
　ある実施形態において、積層造形用のシステムが提供される。上記システムは、記憶装
置およびプロセッサを有する１つ以上のコンピュータからなるコンピュータ制御システム
を備える。上記コンピュータ制御システムは、オブジェクトの１つ以上の面が、閾値角度
を下回る面角度を有しているかどうかを判定するように構成されている。上記コンピュー
タ制御システムは、さらに、上記１つ以上の面のうちの第１の面が上記閾値角度を下回る
面角度を有し、上記１つ以上の面のうちの第２の面が上記閾値角度以上の面角度を有する
場合、上記第１の面と上記第２の面との間にある第１のエッジを含む１つ以上のエッジを
指定するように構成されている。そして、上記デザインファイルにおいて、１つ以上の追
加の面が上記１つ以上のエッジに沿って生成される。
【０００７】
　（図面の簡単な説明）
　図１は、３Ｄオブジェクトを設計および製造するためのシステムの例を示す図である。
【０００８】
　図２は、図１に示すコンピュータの一例を示す機能ブロック図である。
【０００９】
　図３は、図１に示すシステムを用いて３Ｄオブジェクトを製造するための高水準工程を
示す図である。
【００１０】
　図４は、積層造形を用いて製造されるオブジェクトのデザインをコンピュータが変更し
うる工程を示すフローチャートである。
【００１１】
　図５Ａは、オブジェクトの例を示す図である。
【００１２】
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　図５Ｂは、エッジが追加された、図５Ａに示すオブジェクトの例を示す図である。
【００１３】
　図５Ｃは、上記エッジに沿って面が追加された、図５Ｂに示すオブジェクトの例を示す
図である。
【００１４】
　図６は、オブジェクトにおける異なるエッジに沿って造形された支持体間の体積差の例
を示す図である。
【００１５】
　図７は、積層造形を用いて製造されるオブジェクトのデザインを、コンピュータが変更
しうる別の工程を示すフローチャートである。
【００１６】
　〔本発明の実施形態の詳細な説明〕
　以下の説明および付随する図面は特定の実施形態を対象としたものである。いかなる特
定のコンテクストにおいて説明される実施形態も、本開示を特定の実施形態または特定の
用途に限定するものではない。また、開示される実施形態、態様、および／または特徴が
、いかなる特定の実施形態にも限定されないことは、当業者によって認識されるところで
ある。
【００１７】
　本明細書に記載のシステムおよび方法は、様々な積層造形システムおよび技術、および
／または、３次元（３Ｄ）印刷システムおよび技術を用いて実施しうる。一般的に、積層
造形技術は、形成される３Ｄオブジェクトのデジタル表現から始まる。上記デジタル表現
は、通常、一続きの断面層、すなわち、「スライス」に分割され、これらが全体として上
記オブジェクトを形成するように重畳される。これらの層は３Ｄオブジェクトを表し、計
算装置によって実行される積層造形用モデリングソフトウェアを用いて生成してもよい。
上記ソフトウェアは、例えば、コンピュータ支援設計および製造（ＣＡＤ／ＣＡＭ）ソフ
トウェアを含んでいてもよい。３Ｄオブジェクトの断面層についての情報は、断面データ
として保存されてもよい。積層造形（例えば、３Ｄ印刷）装置またはシステムは、３Ｄオ
ブジェクトを層ごとに造形するために、上記断面データを用いてもよい。従って、積層造
形では、コンピュータ支援設計（ＣＡＤ）ファイル、具体的には、ＳＴＬファイル等の、
コンピュータによって生成されたオブジェクトのデータから、３Ｄオブジェクトを直接製
造することができる。積層造形は、治工具無しに、また、別々の部品を組み立てる必要無
しに、単純な部品も複雑な部品も素早く製造する能力を提供する。
【００１８】
　ステレオリソグラフィ法（ＳＬＡ）は、３Ｄオブジェクトを１層ずつ「印刷」するため
に用いられる積層造形技術である。ＳＬＡ装置は、例えば、放射光線によって光反応性物
質を硬化させるために、レーザーを使用してもよい。いくつかの実施形態においては、オ
ブジェクトを１層ずつ造形するために、上記ＳＬＡ装置は、例えば硬化性フォトポリマー
（「樹脂」）等の光反応性物質の表面全体にレーザを向ける。レーザ光は、各層ごとに液
体樹脂の表面上で上記オブジェクトの断面を描き、それによって該断面を硬化および凝固
させ、下の層に結合させる。層が１つ完成すると、ＳＬＡ装置は、１層の厚みと等しい距
離分だけ製造プラットフォームを下降させ、前の層の上に未硬化の樹脂（または光反応性
材料等）からなる新たな面を堆積させる。この面の上に新たなパターンを描くことで、新
しい層を形成する。この工程を１層ずつ繰り返すことにより、完全な３Ｄ部品が形成され
うる。
【００１９】
　選択的レーザ焼結法（ＬＳ）は、オブジェクトの３Ｄ印刷に用いられるもう１つの積層
造形技術である。多くのＬＳ装置は、プラスチック、金属、セラミック、またはガラス粉
末からなる小さな粒子を、３Ｄオブジェクトへと「焼結」（つまり、融着）させるのに高
出力レーザ（例えば、炭酸ガスレーザ）を用いる。ＳＬＡと同様、ＬＳ装置は、ＣＡＤ設
計に基づいて、オブジェクトの断面を粉末床の表面上で走査するのにレーザを用いてもよ
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い。また、ＳＬＡと同様、層が１つ完成すると、ＬＳ装置は、１層の厚み分だけ製造プラ
ットフォームを下降させ、新しい層が形成できるように新たな材料層を追加してもよい。
いくつかの実施形態において、ＬＳ装置は、焼結工程においてレーザが温度を上昇させる
のを容易にするために、上記粉末を予熱してもよい。
【００２０】
　選択的レーザ溶融法（ＬＭ）は、オブジェクトの３Ｄ印刷に用いられるさらに別の積層
造形技術である。ＬＳと同様、ＬＭ装置は、一般的に、固体の金属オブジェクトを形成す
る目的で金属粉末からなる薄い層を選択的に溶融するのに高出力レーザを用いる。ＬＳに
類似してはいるが、ＬＭは一般的にＬＳの場合よりも遥かに高い融点を有する材料を用い
るという点で、ＬＳとは異なっている。ＬＭを用いてオブジェクトを作成する際は、金属
粉末からなる薄い層を、様々な塗工機構を用いて分布させてもよい。ＳＬＡおよびＬＳと
同様、製造面が上下に移動することで、各層が個別に形成される。
【００２１】
　熱溶解積層法（ＦＤＭ）は、例えば、各層を形成するのに熱可塑性材料からなる小さな
ビーズを押出ノズルから押出すことによって３Ｄオブジェクトを製造する、別の積層造形
技術である。一般的な構成では、原材料を押出す際に、該原材料が溶解されるように押出
ノズルが加熱される。ノズルから押出された後、上記原材料はすぐに硬化する。上記押出
ノズルは、適当な機械装置によって１次元以上の次元で移動されてもよい。上述の積層造
形技術と同様、上記押出ノズルは、ＣＡＤまたはＣＡＭソフトウェアにより制御された経
路をたどる。また、上述の積層造形技術と同様に、部品は下から上に向かって１層ずつ造
形される。
【００２２】
　電子ビーム溶融法（ＥＢＭ）および直接金属レーザ焼結法（ＤＭＬＳ）は、オブジェク
トの３Ｄ印刷に用いられる積層造形技術のその他の例である。
【００２３】
　積層造形装置によるオブジェクトの形成には、様々な材料を用いることができる。これ
ら材料の例としては、ポリプロピレン、熱可塑性ポリウレタン、ポリウレタン、アクリロ
ニトリル・ブタジエン・スチレン（ＡＢＳ）、ポリカーボネート（ＰＣ）、ＰＣ－ＡＢＳ
、ＰＬＡ、ポリスチレン、リグニン、ポリアミド、ガラス粒子または金属粒子のような添
加剤が添加されたポリアミド、メチルメタクリレート－アクリロニトリル－ブタジエン－
スチレン共重合体、ポリマー－セラミック合成物等の再吸収性材料、およびその他の好適
な類似する材料等を挙げることができるが、これらに限定されない。いくつかの実施形態
においては、市販の材料を用いてもよい。市販の材料としては、ＤＳＭ　Ｓｏｍｏｓ（登
録商標）シリーズの材料である７１００、８１００、９１００、９４２０、１０１００、
１１１００、１２１１０、１４１２０、および１５１００（ＤＳＭ　Ｓｏｍｏｓ社製）；
ＡＢＳｐｌｕｓ－Ｐ４３０、ＡＢＳｉ、ＡＢＳ－ＥＳＤ７、ＡＢＳ－Ｍ３０、ＡＢＳ－Ｍ
３０ｉ、ＰＣ－ＡＢＳ、ＰＣ－ＩＳＯ、ＰＣ、ＵＬＴＥＭ　９０８５、ＰＰＳＦ、および
ＰＰＳＵ材料（Ｓｔｒａｔａｓｙｓ社製）；Ａｃｃｕｒａ　Ｐｌａｓｔｉｃ、ＤｕｒａＦ
ｏｒｍ、ＣａｓｔＦｏｒｍ、Ｌａｓｅｒｆｏｒｍ、およびＶｉｓｉＪｅｔラインの材料（
３－Ｓｙｓｔｅｍｓ社製）；アルミニウム、コバルトクロム、およびステンレススチール
材料：マレージング鋼；ニッケル合金；チタン：ＰＡラインの材料、ＰｒｉｍｅＣａｓｔ
およびＰｒｉｍｅＰａｒｔといった材料、およびＡｌｕｍｉｄｅおよびＣａｒｂｏｎＭｉ
ｄｅ（ＥＯＳ　ＧｍｂＨ社製）が挙げられる。
【００２４】
　上述の積層造形技術を用いて形成されたオブジェクトは、例えば、３Ｄオブジェクトの
製造中に発生する高応力および／またはひずみを原因として、その設計寸法から歪む傾向
がある。例えば、ＬＭ法の工程においては、３Ｄオブジェクトの生成に用いられるレーザ
等のエネルギー源による高温を原因として、熱的および／または機械的な応力および／ま
たはひずみが発生する場合がある。より詳細には、ＬＭ法の工程で用いられる粉末の溶解
に起因して、高い温度勾配が存在することがある。これらの高勾配が製造中のオブジェク
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トに対する熱的応力および／またはひずみを発生させる恐れがある。さらに、用いられて
いる特定の材料の性質によって、内部の機械的応力および／またはひずみが生じる恐れが
ある。これらの機械的応力および／またはひずみは、例えば、オブジェクトの形成に用い
られる材料がエネルギー源によって走査される際に起こる、該材料の収縮または膨張を含
むこともある。
【００２５】
　オブジェクトにかかる高い応力および／またはひずみにより、該オブジェクトの特定の
部分がその造形中に変形されて、出来損ないもしくは「破損した」構造、または、不精密
であり、かつ／または欠陥があるオブジェクトができてしまう恐れがある。例えば、製造
中のオブジェクトの下層のうちの変形した部分がいずれかの層の加工中に曲がったり、ま
たは巻き上がったりすると、ＬＭ装置の粉体塗工装置が該変形した部分に当たる恐れがあ
る。
【００２６】
　オブジェクトまたはオブジェクトの一部を所定の位置に保ち、造形工程中のオブジェク
トの変形を防ぐために、オブジェクト支持体（以下、「支持体」とも称する）を用いても
よい。「オブジェクト支持体」は、通常、例えば、基板、内部オブジェクト構造（例えば
、オブジェクトの別の部分）、または外部オブジェクト構造（例えば、該オブジェクトと
同じ造形工程中に製造される別のオブジェクト）と、製造中の該オブジェクトとの接続部
を形成する構造のことを指す。オブジェクト支持体は、該オブジェクトと共に製造できる
ものであれば、実質的にいかなる形状および大きさを有していてもよい。そして、所定の
オブジェクトは、その積層造形中、該オブジェクトのデザインおよび選択された積層造形
工程に基づいて、様々に異なる形状および大きさのオブジェクト支持体により支持されて
いてもよい。例えば、参照により本明細書にその全てが組み込まれる米国仮出願第６１／
８１６，３１３号およびＰＣＴ特許出願番号ＰＣＴ／ＥＰ２０１４／０５８４８４には、
積層造形工程中に使用可能な「ハイブリッド支持体」の使用が記載されている。
【００２７】
　オブジェクト支持体は、各層をその設計寸法に抑制することによって、積層造形後に結
果として得られるオブジェクトの精度を向上させうる。さらに、オブジェクト支持体は、
積層造形工程により発生する熱的応力およびひずみを減少させるために、オブジェクトの
層から支持構造物および／または基板に熱を逃がすものであってもよい。
【００２８】
　しかしながら、オブジェクトの製造時にそのような支持体を追加すると、該支持体を造
形するための追加材料の使用と、該支持体の該オブジェクトからの除去とが必要になる。
支持体の除去工程は、時間を要し、かつ、難しいものである可能性がある。具体的には、
本明細書に記載される、支持体を除去する比較工程では、やっとこ、金槌、および、のみ
がオブジェクトから支持体を壊し取るのに用いられる。そのような支持体の破壊には、や
っとこ、金槌、および、のみから該支持体に対して大きな力をかけることを必要とし得、
かつ、正確性も必要となりうる。
【００２９】
　従って、本明細書に記載のシステムおよび方法では、積層造形技術および装置を用いて
製造されるオブジェクトのデザインを変更することにより、該オブジェクトの製造に必要
な支持体のうちの一部または全てを省きうる。具体的には、オブジェクトのデザインを、
自立するものにし、かつ、支持体の追加を必要としないものに変更してもよい。いくつか
の実施形態においては、設計においてオブジェクトの一部の肉厚は、該オブジェクトが確
実に自立するよう、選択的に変更されてもよい。例えば、本明細書に記載のシステムおよ
び方法では、デザインファイル（例えば、ＳＴＬファイル）におけるオブジェクトの各面
の肉厚が最低肉厚閾値を確実に上回るようにしてもよい。上記閾値を下回ると判定された
面については、上記閾値を下回る該面が最低肉厚閾値に設定されるよう、上記デザインフ
ァイルを変更してもよい。
【００３０】
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　また、本明細書に記載のシステムおよび方法では、オブジェクトを表すそれぞれの面（
例えば、ＳＴＬファイルにおける三角形）ごとに、該面の面角度が、その時点において該
面が自立していることを示すかどうか（例えば、自立するために最低面角度閾値を該面角
度が上回っているかどうか）を判定してもよい。本技術分野において知られている通り、
該面の平面からの法線とオブジェクトが造形される造形面からの法線との間の角度として
、ある面の面角度を算出してもよい。最低面角度閾値を下回る面角度を有し、それにより
自立しないと判定された面については、該自立しない面が自立する面に接続するようにデ
ザインファイルを変更してもよい。この接続部は、オブジェクトにおける自立しない面と
自立する面との間でエッジ（例えば、線）を接続し、該エッジに沿って面を造形すること
によって造形されてもよい。エッジに沿った面は、いくつかの実施形態においては、マー
チングキューブアルゴリズムを用いて造形してもよく、その他の好適な方法を用いて造形
しもよい。また、自立する面の選択は、自立しない面と該自立する面との間のエッジが、
該エッジに沿って造形される面によって追加されるであろう体積を最小化する等の何らか
の基準に基づいて行ってもよい。
【００３１】
　各自立しない面のために自立する面に所定の基準に従って追加されるエッジは、オブジ
ェクト用に面を造形するエッジのうち、準最適に選択されたものであってもよい。従って
、本明細書に記載のシステムおよび方法では、さらに、オブジェクト用にエッジに沿って
面を造形する前に、該選択されたエッジの調節を行ってもよい。例えば、オブジェクトの
所定の領域において、ほとんどのエッジが一方向に向いている中、反対方向に向いている
１つ以上のエッジが存在する場合、該反対方向に向いている１つ以上のエッジの向きをそ
の他のエッジと同じ方向に向くように変更し、それにより、別の自立する面に接続させて
もよい。例えば、所定の領域における一定の割合（例えば、ある割合閾値以上）の全ての
エッジが一方向に向いている場合、反対方向に向いているエッジの向きを、該一方向に変
更してもよい。さらに、面内に収まらないエッジ、または、閾値距離内に他のエッジ（ま
たは最低数の追加エッジ）を有さないエッジについては、除去してもよい。
【００３２】
　デザインを自立させる、本明細書に記載のシステムおよび方法が利用される、設計工程
内の段階の数は限定されないことは、当業者によって理解されるところである。上記シス
テムおよび方法は、例えば、オブジェクトの設計における空洞化工程中、該オブジェクト
の穿孔中、またはその他の好適な工程または作業中に実現してもよい。
【００３３】
　本明細書に記載のいくつかの実施形態は、造形材料として樹脂を用いるステレオリソグ
ラフィ技術についての記載であるが、本明細書に記載のシステムおよび方法は、その他の
特定の積層造形技術および／またはその他の特定の造形材料に関連して用いられてもよく
、これは、当業者によって理解されるところである。
【００３４】
　本発明の実施形態は、３Ｄオブジェクトを設計および製造するためのシステムにおいて
実施されてもよい。図１は、３Ｄオブジェクトの設計および製造の実現に好適なコンピュ
ータ環境の例を示す図である。上記環境はシステム１００を備えている。このシステム１
００は、１つ以上のコンピュータ１０２ａ～１０２ｄを備えており、これらは、例えば、
任意のワークステーション、サーバ、または情報処理が可能なその他の計算機であっても
よい。いくつかの態様において、各コンピュータ１０２ａ～１０２ｄは、任意の好適な通
信技術（例えば、インターネットプロトコル）によってネットワーク１０５（例えば、イ
ンターネット）に接続できる。従って、上記コンピュータ１０２ａ～１０２ｄは、ネット
ワーク１０５を介して相互に情報（例えば、ソフトウェア、３Ｄオブジェクトのデジタル
表現、コマンド、または積層造形装置を動作させるための指示等）を送受信しうる。
【００３５】
　上記システム１００は、さらに、１つ以上の積層造形装置（例えば、３Ｄプリンタ）１
０６ａおよび１０６ｂを備えている。図示の通り、積層造形装置１０６ａはコンピュータ
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１０２ｄに直接接続されており（かつ、コンピュータ１０２ｄを経由し、ネットワーク１
０５を介してコンピュータ１０２ａ～１０２ｃに接続されており）、積層造形装置１０６
ｂはネットワーク１０５を介してコンピュータ１０２ａ～１０２ｄに接続されている。従
って、積層造形装置１０６はコンピュータ１０２に直接接続されてもよく、ネットワーク
１０５を介してコンピュータ１０２に接続されてもよく、かつ／または他のコンピュータ
１０２およびネットワーク１０５を介してコンピュータ１０２に接続されてもよいことは
、当事者に理解されるところである。
【００３６】
　なお、ネットワークおよび１つ以上のコンピュータに関連してシステム１００を説明し
たが、本明細書に記載の技術は、単体のコンピュータ１０２に対しても適用可能であるこ
とにも留意すべきである。そして、該コンピュータ１０２は積層造形装置１０６に直接接
続されてもよい。
【００３７】
　図２は、図１に示すコンピュータの一例を示す機能ブロック図である。コンピュータ１
０２ａは、プロセッサ２１０、これとデータ通信を行う記憶装置２２０、入力装置２３０
、および出力装置２４０を備えている。いくつかの実施形態において、上記プロセッサは
、さらに、光ネットワークインターフェイスカード２６０とデータ通信していてもよい。
別途説明するが、コンピュータ１０２ａに関して説明される各機能ブロックは、別々の構
造要素でなくてもよいと理解すべきである。例えば、プロセッサ２１０および記憶装置２
２０は、１つのチップに組み込まれていてもよい。
【００３８】
　上記プロセッサ２１０は、汎用プロセッサ、デジタル信号プロセッサ（ＤＳＰ）、特定
用途向け集積回路（ＡＳＩＣ）、フィールド・プログラマブル・ゲート・アレイ（ＦＰＧ
Ａ）またはその他のプログラマブル論理装置、ディスクリートゲートまたはトランジスタ
論理回路、ディスクリートハードウェア構成要素、または本明細書に記載の機能を果たす
ように設計された、これらの任意の好適な組み合わせであってもよい。また、プロセッサ
は、計算機の組み合わせとして実現されてもよい。このような組み合わせの例としては、
ＤＳＰとマイクロプロセッサとの組み合わせ、複数のマイクロプロセッサ、ＤＳＰコアと
連結した１つ以上のマイクロプロセッサ、またはその他の類似する構成が挙げられる。
【００３９】
　上記プロセッサ２１０は、記憶装置２２０からの情報の読み取りまたは記憶装置２２０
への情報の書き込みのため、１つ以上のバスを介して該記憶装置２２０に接続されていて
もよい。上記プロセッサは、プロセッサレジスタ等の記憶装置を、追加的にもしくは選択
的に備えていてもよい。上記記憶装置２２０は、各階層が異なる容量および異なるアクセ
ススピードを有する多階層キャッシュを含むプロセッサキャッシュを備えていてもよい。
また、上記記憶装置２２０は、ランダム・アクセス・メモリ（ＲＡＭ）、その他の揮発性
記憶装置、または不揮発性記憶装置を備えていてもよい。上記記憶装置は、ハードドライ
ブ、コンパクトディスク（ＣＤ）またはデジタルビデオディスク（ＤＶＤ）等の光ディス
ク、フラッシュメモリ、フロッピーディスク（登録商標）、磁器テープ、およびＺｉｐド
ライブを備えていてもよい。
【００４０】
　また、上記プロセッサ２１０は、コンピュータ１０２ａのユーザからの入力を受信する
ための入力装置２３０および該ユーザに対する出力を行うための出力装置２４０に接続さ
れていてもよい。好適な入力装置としては、キーボード、ボタン、キー、スイッチ、ポイ
ンティングデバイス、マウス、ジョイスティック、リモコン、赤外線検知器、バーコード
リーダ、スキャナ、（場合により、例えば、手ぶりまたは顔のしぐさを検知する映像処理
ソフトウェアに接続された）ビデオカメラ、モーション検知器、または（場合により、音
声コマンドを検知するために音声処理ソフトウェアに接続された）マイクが挙げられるが
、これらに限定されない。好適な出力装置としては、ディスプレイおよびプリンタを含む
視覚的出力装置、スピーカ、ヘッドフォン、イヤフォン、およびアラームを含む音声出力
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装置、積層造形装置、および触覚的出力装置が挙げられるが、これらに限定されない。
【００４１】
　上記プロセッサ２１０は、さらに、ネットワークインターフェイスカード２６０に接続
されていてもよい。上記ネットワークインターフェイスカード２６０は、ネットワークを
介する、１つ以上のデータ伝送プロトコルに基づく送信のためにプロセッサ２１０により
生成されたデータを下処理する。また、上記ネットワークインターフェイスカード２６０
は、１つ以上のデータ伝送プロトコルに基づいてネットワークを介して受信したデータの
復号を行う。上記ネットワークインターフェイスカード２６０は、送信機、受信器、また
はその両方を備えていてもよい。他の実施形態において、上記送信機および受信器は２つ
の別個の構成要素であってもよい。上記ネットワークインターフェイスカード２６０は、
汎用プロセッサ、デジタル信号プロセッサ（ＤＳＰ）、特定用途向け集積回路（ＡＳＩＣ
）、フィールド・プログラマブル・ゲート・アレイ（ＦＰＧＡ）またはその他のプログラ
マブル論理装置、ディスクリートゲートまたはトランジスタ論理回路、ディスクリートハ
ードウェア構成要素、または本明細書に記載の機能を果たすように設計された、これらの
任意の好適な組み合わせとして具体化されていてもよい。
【００４２】
　図３は、３Ｄオブジェクトを製造するための工程３００または装置を示す図である。図
示の通り、ステップ３０５では、コンピュータ１０２ａ等のコンピュータを用いてオブジ
ェクトのデジタル表現が設計される。３Ｄオブジェクトのデジタル表現の設計支援のため
、例えば、２Ｄデータまたは３Ｄデータがコンピュータ１０２ａに入力されてもよい。続
いて、ステップ３１０では、コンピュータ１０２ａから積層造形装置１０６等の積層造形
装置に情報が送信され、該装置１０６は受信した情報に従って製造工程を開始する。ステ
ップ３１５では、積層造形装置１０６が、ポリマー粉末または金属粉末等の好適な材料を
用いて、３Ｄオブジェクトの製造を継続する。さらに、ステップ３２０では、３Ｄオブジ
ェクトが生成される。
【００４３】
　図４は、積層造形を用いて製造されるオブジェクトのデザインを、図１に示すコンピュ
ータ１０２等のコンピュータが変更しうる工程を示している。コンピュータ１０２は、該
コンピュータのプロセッサに工程４００の各ステップを行わせるソフトウェアを実行して
いてもよい。工程４００は、積層造形されるオブジェクトのデザインファイルをコンピュ
ータ１０２が受信するブロック４０５から始まる。上記デザインファイルは、積層造形の
分野で用いられているようなＳＴＬファイル形式（または他の適切なファイル形式）であ
ってもよい。上記デザインファイルが適切なファイル形式でない場合、コンピュータ１０
２は、標準ソフトウェアを用いて該デザインファイルを異なる形式に変換するよう構成さ
れていてもよい。例えば、コンピュータは、ＣＡＤファイルをＳＴＬファイルに変換する
変換ソフトウェアを含んでいてもよい。
【００４４】
　続いて、ブロック４１０で、コンピュータ１０２は、閾値面角度を下回る面角度を有す
る面があるかどうか、上記デザインファイルを（例えば、面毎または三角形毎に）確認す
るように構成されていてもよい。ブロック４１０において閾値面角度を下回る面角度を有
する面が存在しない場合、上記工程を終了してもよい。ブロック４１０において１つ以上
の面が上記閾値を下回る面角度を有している場合、上記工程はブロック４１５に進んでも
よい。例えば、図５Ａに示す通り、枠５１０内でオブジェクト５００の面は閾値を下回る
面角度を有している。また、オブジェクト５００の残りの面は、自立していると判定され
る。
【００４５】
　さらに、ブロック４１５で、コンピュータ１０２は、上記閾値を下回る面角度を有する
面（そして、そのために自立しない面であると判定された面）について、該自立しない面
と自立すると判定された面とを接続するため、該自立しない面と該自立する面との間にエ
ッジを指定する。いくつかの実施形態において、特定の自立しない面と接続するための自
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立する面は、ある基準に基づいて選択される。いくつかの実施形態において、上記基準は
、上記自立しない面と、複数の自立する面から選択された上記自立する面との間にエッジ
が追加する体積を最小化する要素を含んでいてもよい。例えば、上記自立しない面からの
距離が最も近い自立する面を選択してもよい。例えば、図５Ｂに示す通り、自立しない面
と自立する面との間に、複数のエッジ５１５が描かれる。
【００４６】
　図６は、支持体を沿わせて造形するために選択されたエッジによって、該エッジが追加
する体積がどう異なるかを示す図である。図示の通り、線６０５はオブジェクトの自立し
ない面を示している。線６１０および６１５は、その線に沿って支持体が造形されうるエ
ッジの候補を示している。図示の通り、エッジ６１５の概略方向よりもエッジ６１０の概
略方向の方が面６０５の概略方向に近い（言い換えれば、面６０５とエッジ６１０との間
の角度は、面６０５とエッジ６１５との間の角度よりも小さい）。また、エッジに沿って
支持体を造形する際、該支持体は、固定の面領域または選択された面領域に沿って上記面
と接触しうる。従って、上記支持体が面６０５と接触する面領域が、エッジ６１０および
６１５のそれぞれに沿った支持体の造形に共通して用いられる場合、図示の角度差により
、エッジ６１０に沿って造形される支持体６１２の体積が、エッジ６１５に沿って造形さ
れる支持体６１７の体積よりも小さくなる。従って、いくつかの実施形態において、自立
しない面と同じ概略方向にあるエッジを選択する、または、自立しない面に対する角度が
最小であるエッジを選択することによって、エッジが追加する体積を最小化してもよい。
【００４７】
　図４に戻って説明する。選択ブロック４２０では、選択されたエッジの調節が行われる
。コンピュータ１０２は、各エッジについて、例えば、該エッジを囲んでいるオブジェク
トの所定の体積において複数のエッジのうちのある割合のエッジが１つの概略方向に向か
うかどうか、および、該割合が閾値を上回っているかどうかを判定する。上記割合が閾値
を上回っている場合、および、所定のエッジが、上記１つの概略方向に向かっているエッ
ジとは概して反対の方向に向かっている場合、該所定のエッジの向きをその他のエッジと
同じ方向にいくように指定し、それに伴い、別の自立する面に接続してもよい。追加的に
もしくは代わりに、上記面に収まらないエッジを除去してもよい。追加でもしくは代わり
に、コンピュータ１０２は、各エッジについて、該エッジを囲んでいるオブジェクトの所
定の体積において最低数の追加エッジが存在するかどうかを判定してもよい。そして、最
低数の追加エッジが存在しない場合、該所定のエッジを除去してもよい。
【００４８】
　さらに、ブロック４２５では、各エッジ上に面が作成される。上記面の作成には、例え
ば、マーチングキューブアルゴリズムを用いてもよい。他の実施形態においては、エッジ
上に面を作成する他の技術を用いてもよい。例えば、解析的円柱または解析的円錐をエッ
ジに沿って作成し、ブール演算を用いてそれらを三角モデルに変換し、結合してもよい。
さらに他の実施形態においては、非一様有理Ｂスプライン（ＮＵＲＢＳ）面を用いてもよ
い。その結果、オブジェクトのデザインが自立したものになり得、追加の支持体が必要な
くなる。例えば、図５Ｃは、追加の面５２０によって自立するように変更されたオブジェ
クト５００を示している。
【００４９】
　上記工程を終えた後、本明細書に記載の技術等の積層造形技術を用いて上記デザインの
製造が行われてもよい。
【００５０】
　図７は、積層造形によって製造されるオブジェクトのデザインを、図１に示すコンピュ
ータ１０２等のコンピュータが変更しうる別の工程を示している。工程７００は、工程４
００への追加として行っても、工程４００の代わりに行ってもよく、これは、当業者によ
って理解されるところである。例えば、オブジェクトのデザインを変更するためにまず工
程７００を行い、その後、更なる変更のために工程４００を行ってもよい。
【００５１】
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　工程７００はブロック７０５から始まる。ブロック７０５では、積層造形されるオブジ
ェクトのデザインファイルをコンピュータ１０２が受信する。上記デザインファイルは、
積層造形の分野で用いられているようなＳＴＬファイル形式（または他の適切なファイル
形式）でありうる。上記デザインファイルが適切なファイル形式でない場合、コンピュー
タ１０２は、標準ソフトウェアを用いて該デザインファイルを異なる形式に（例えば、Ｃ
ＡＤファイルからＳＴＬファイルに）変換するように構成されていてもよい。
【００５２】
　続いて、ブロック７１０では、コンピュータ１０２が、自立しないと判明している／予
め規定された、オブジェクトフィーチャ（例えば、概ね閾値のサイズ／直径を有している
、または、該閾値を上回るサイズ／直径を有している円穴等）があるかどうか、上記デザ
インファイルを（例えば、既知の画像技術または既知のフィーチャ認識技術を用いて）確
認するように構成されていてもよい。ブロック７１０において、自立しないと判明してい
る、上記オブジェクトのフィーチャが存在しないと判定された場合、上記工程は終了しう
る。ブロック７１０において、１つ以上のフィーチャが自立しないと分かっている場合、
上記工程はブロック７１５に進みうる。例えば、オブジェクトにおける（例えば、閾値サ
イズを上回る）円穴を、自立しないフィーチャであると判定してもよい。
【００５３】
　ブロック７１５では、自立しないと判定されたフィーチャが、対応する予め規定された
自立するフィーチャに置き換えられる。例えば、図５Ａに示す円穴を、図５Ｃに示す液滴
形状の穴に置き換えてもよい。コンピュータ１０２は、自立しないと判明しているフィー
チャと、該自立しないフィーチャに対応し、該自立しないフィーチャを置き換える自立す
るフィーチャとのライブラリおよび／またはデータベースを含んでいてもよい。上記ライ
ブラリは上記フィーチャおよび代替物の概略形状情報を含んでいてもよく、また、コンピ
ュータ１０２は、デザインファイルのオブジェクトに適合するように保存された該フィー
チャおよび代替物の情報の縮尺変更または変形を行うことが可能であってもよい。上記工
程が終わった後、本明細書に記載の技術等の積層造形技術を用いて上記デザインの製造が
行われてもよい。
【００５４】
　本明細書に記載の様々な実施形態は、コンピュータ制御システムの用途を規定するもの
である。これらの実施形態は、汎用および／または特殊用途向けの計算システム環境また
は構成を含む、多数の異なる種類の計算機によって実現されてもよく、これは、当業者に
よって容易に理解されるところである。上述の実施形態に関連する用途に好適でありえる
公知の計算システム、環境、および／または構成の例としては、パーソナルコンピュータ
、サーバコンピュータ、携帯用装置またはラップトップ型装置、マルチプロセッサシステ
ム、マイクロプロセッサ系システム、プログラマブル家庭用電子機器、ネットワークＰＣ
、ミニコンピュータ、大型汎用コンピュータ、上記システムまたは装置のうちのいずれか
を含む分散計算環境等が挙げられるが、これらに限定されない。これらの装置は、記憶さ
れた指示を含んでいてもよく、該指示が該計算機のマイクロプロセッサによって実行され
た場合に、該計算機に該指示を遂行するように特定の動作を行わせてもよい。本明細書に
記載の通り、指示は、上記システムにおいて情報を処理するためにコンピュータにより実
現されるステップを指す。指示は、ソフトウェア、ファームウェア、またはハードウェア
において実現可能であり、上記システムの構成要素により実施されるプログラムされた任
意の種類のステップを含んでいてもよい。
【００５５】
　マイクロプロセッサは、Ｐｅｎｔｉｕｍ（登録商標）プロセッサ、Ｐｅｎｔｉｕｍ（登
録商標）プロ・プロセッサ、８０５１プロセッサ、ＭＩＰＳ（登録商標）プロセッサ、Ｐ
ｏｗｅｒ　ＰＣ（登録商標）プロセッサ、またはＡｌｐｈａ（登録商標）プロセッサ等の
、任意の従来の単一／マルチチップ汎用マイクロプロセッサであってもよい。さらに、上
記マイクロプロセッサは、デジタル信号プロセッサまたはグラフィックプロセッサ等の、
任意の従来の特殊用途向けマイクロプロセッサであってもよい。通常、上記マイクロプロ
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インを備えている。
【００５６】
　本明細書に記載の本発明の態様および実施形態は、ソフトウェア、ファームウェア、ハ
ードウェア、またはこれらの組み合わせのうちのいずれかを作るための標準のプログラミ
ングまたはエンジニアリング技術を用いる方法、装置、または製造物として実現されても
よい。本明細書における「製造物」は、ハードウェアにおいて実現されるコードまたはロ
ジック、コンピュータが読み取り可能な、光学記憶装置および揮発性または不揮発性の記
憶装置等の一時的でない媒体において実現されるコードまたはロジック、または、信号、
搬送波等のコンピュータ読み取り可能な一時的な媒体において実現されるコードまたはロ
ジックのことを指す。上記ハードウェアとしては、フィールド・プログラマブル・ゲート
・アレイ（ＦＰＧＡ）、特定用途向け集積回路（ＡＳＩＣ）、結合プログラマブル論理装
置（ＣＰＬＤ）、プログラマブル論理アレイ（ＰＬＡ）、マイクロプロセッサ、またはそ
の他の類似の処理装置が挙げられるが、これらに限定されない。
【図面の簡単な説明】
【００５７】
【図１】３Ｄオブジェクトを設計および製造するためのシステムの例を示す図である。
【図２】図１に示すコンピュータの一例を示す機能ブロック図である。
【図３】図１に示すシステムを用いて３Ｄオブジェクトを製造するための高水準工程を示
す図である。
【図４】積層造形を用いて製造されるオブジェクトのデザインをコンピュータが変更しう
る工程を示すフローチャートである。
【図５Ａ】オブジェクトの例を示す図である。
【図５Ｂ】エッジが追加された、図５Ａに示すオブジェクトの例を示す図である。
【図５Ｃ】上記エッジに沿って面が追加された、図５Ｂに示すオブジェクトの例を示す図
である。
【図６】オブジェクトにおける異なるエッジに沿って造形された支持体間の体積差の例を
示す図である。
【図７】積層造形を用いて製造されるオブジェクトのデザインを、コンピュータが変更し
うる別の工程を示すフローチャートである。
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